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1. 概要（Summary ） 

本研究では、Fig.1のように白金 (Pt) と金 (Au) を

マイクロスケール間隔で配置した電極 (Pt-Au櫛型電

極) の両端を電流計でつなぎ、H2O2の自発的な酸化還

元反応に伴う電子の流れを検知するセンサの開発を

行っている。本電極のクリーニングプロセスとして、

ピラニア処理とサイクリックボルタンメトリー法 

(CV) による電極表面の電位掃引を行っているが、プ

ロセスの前後では電極特性に大きな変化が見られた。

そのため、クリーニングプロセスによる電極表面の変

化をAFMによって観察し、清浄度を確認する。 

 

 
 

 

 

Fig.1 Structure of this H2O2 sensor.  
2. 実験（Experimental） 
【利用した主な装置】 
・走査プローブ顕微鏡 2 (SPM2)、解析用 PC 
【実験方法】 
本研究において、測定装置は島津製作所 SPM-9700、

探針は olympus AC240TS (2 N/m) を用い、走査範囲

は 1000 nm ×1000 nm で行った。本実験の目的はピ

ラニア処理と CV による電極表面変化の観察である。

そのため、測定対象は：①リソグラフィによる作製後

の電極、②ピラニア処理で電極表面を洗浄したもの、

③ピラニア処理で洗浄した後、電極表面を-0.2～+1.5 
V (vs. Ag/AgCl) の範囲で 100 回掃引したもの、の 3
試料の Au 表面である。 

3. 結果と考察（Results and Discussion） 
実験方法で挙げた 3 種類の試料における Au 電極の

AFM 測定結果を Fig. 2 に示す。表面クリーニング前

の試料 (a) とピラニア処理した試料 (b) を比べると、

後者ではゴミのような白点の数が減少し、清浄になって

いるのが観察できる。これはピラニアによって電極表面

の残余レジストが除去された結果と考えられる。(c) の
ピラニア+ CV 処理では表面に細かな Au の粒子が表れ

ており、実効面積の増加に繋がっていると推定できる。 
  
  
 
 
 
 
 
 

(a)            (b)         (c)  
 Fig.2 AFM of before and after cleaning proces on Au 
electrode. (a) is electrode of No cleaning, (b) is 
electrode of after piranha treatments, (c) is electrode 
of after piranha and CV treatments.  
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